
基幹的広域防災拠点（東扇島地区）で初めての 

支援物資運搬訓練を実施します。 
 

記  者  発  表  資  料 

基幹的広域防災拠点（東扇島地区）は、首都圏の大規模かつ広域的な災害が発生し

た時に、非被災地などから船で搬入された緊急支援物資などの集積、荷捌き、分配作

業、被災地への搬出や、自衛隊等広域支援部隊のベースキャンプとして機能する場所

として、平成２０年４月に供用しています。 

関東地方整備局は、首都直下地震発災後、迅速かつ効率的に緊急輸送活動ができる

よう、繰り返し訓練を実施しています。 

今回の訓練は、非被災地から食料、水等の緊急支援物資を積み込んだ民間の緊急物

資輸送船が基幹的広域防災拠点（東扇島地区）に到着し、緊急支援物資を集積、荷捌

き、分配等の作業を行い被災地へ搬出することを想定して行います。これまでの支援

物資運搬訓練は、公的機関だけで行いましたが、今回は民間（川崎港運協会）が参加

して行う初めての支援物資運搬訓練です。（訓練に関する詳細は別紙のとおり。） 

 

【防災訓練の概要】 

  

日時：平成２１年３月４日（水）９：４０～１２：００ 

場所：東扇島基幹的広域防災拠点（東扇島東公園） 

 

【訓練参加機関】 

関東地方整備局、関東運輸局、（社）日本埋立浚渫協会、川崎港運協会  

約１５０名が参加予定 

 

訓練では重機等を使用しますので、一般の公園利用者の危険回避のため、公園を閉

鎖して行います。 

 

※ 取材を希望される場合は、３月３日（火）１５時までに別紙にて事前登録をお願い

いたします。なお、中止の場合は登録された連絡先へ直接ご連絡いたします。 
 

平成２１年２月２７日 

国土交通省関東地方整備局港湾空港部 

同時発表記者クラブ 

竹芝記者クラブ ・ 神奈川建設記者会・ 横浜海事記者クラブ・

物流専門紙・国土交通記者会・国土交通省交通運輸記者会 

国土交通省建設専門紙記者会 
 

問い合わせ先 

住 所：神奈川県横浜市中区北仲通５丁目５７番地 横浜第二合同庁舎 

国土交通省 関東地方整備局 港湾空港部  

担 当：港湾空港総室         港政調整官  大塚 浩次 

広報担当係長 林田 善久 

ＴＥＬ：０４５－２１１―７４０６  （登録先） 

携 帯：０８０－１１０５－２０２４ （当日の連絡先） 

 



別紙

本訓練の位置づけ

防災拠点の活動フローに対応する訓練の実施状況防災拠点の活動フロー

首都直下地震発生
（東京２３区内で震度６強）

【応急復旧訓練】　約１４０名が参加
 

参加機関：関東地方整備局、　(社)日本埋立浚渫協会

【国の機関による施設確認訓練】　約１００名が参加

参加機関：関東地方整備局、関東運輸局、横浜海上保安部、陸上自衛
隊、海上自衛隊、川崎市港湾局

【今回の訓練（民間との協働による支援物資運搬訓練）】

参加機関：関東地方整備局、関東運輸局、（社）日本埋立浚渫協会、川
崎港運協会

被災地に緊急物資を供給

【非常参集及び施設点検行動の確認】　１２名が参加

参加機関：関東地方整備局、　(社)日本埋立浚渫協会

防災拠点への
非常参集及び施設点検

防災拠点としての機能を発揮
緊急物資輸送活動の開始

防災拠点の応急復旧

（2008年8月5日実施）

（2008年8月26日実施）

（2009年3月4日予定）

（2008年11月5日実施）

　民間の緊急物資輸送船からク
レーンで荷卸し、荷捌き地へ運
搬、荷捌きして、被災地へ緊急
支援物資を搬送する民間（川崎
港運協会）との協動による訓練

　国土交通省は、首都直下地震発生後、食料、水等の支援物資を速や
かに被災地へ搬送するため、防災拠点を24時間以内に応急復旧しま
す。その後、国の関係機関（海上保安庁、自衛隊等）と連携して、又は
運送事業者の協力を得て、支援物資を被災地へ搬送します。



東扇島基幹的広域防災拠点とは？



東扇島基幹的広域防災拠点 支援物資運搬訓練の実施概要 
          

◆実施概要 

首都直下地震（東京湾北部地震）発災時に緊急物資輸送拠点となる基幹的広域防災拠点

（東扇島）で、海上交通を活用した支援物資運搬に係る実働性の検証及び伝達訓練により

指揮命令系統を検証する。また、緊急輸送活動支援のため、浮体式防災基地（ミニフロー

ト）を東扇島へ移設するため曳航・係留の検証を行う。 

 

◆実施日時 

  日時：平成２１年３月４日（水）９：４０～１２：００ 

場所：東扇島基幹的広域防災拠点（東扇島東公園） 

 

開   場（受付開始） ９：２０ 

開   会 ９：４０ 

訓   練 １０：００～１２：００ 

 

◆訓練想定 

平成２１年３月３日午前５時、東京湾北部を震源とするＭ7.3 の地震が発生、関東地方

整備局は防災拠点の点検及び応急復旧を２４時間以内に完了、防災拠点として機能するこ

と、航路啓開が完了し緊急物資輸送船が航行可能であることを緊急災害現地対策本部（有

明の丘）に報告。また、防災拠点での緊急輸送活動支援のため、東扇島地区への浮体式防

災基地の移設を(社)日本埋立浚渫協会へ要請した。 

関東運輸局は、国土交通省から運送事業者に対する運用命令等が発出されたことから、

防災拠点での緊急輸送活動支援のため、川崎港運協会へ防災拠点での荷役作業を要請。 

３月４日午前７時、清水港から東京港へ向かう緊急物資輸送船が東京湾へ入域、緊急災

害現地対策本部より関東地方整備局及び関東運輸局に対し、東京港の受け入れ態勢が整う

まで防災拠点での一時保管要請があり、関東運輸局は支援物資を防災拠点で一時保管する

ため、川崎港運協会へ防災拠点での荷役作業を要請。関東地方整備局は、関東運輸局職員

及び川崎港運協会作業員を防災拠点まで人員輸送するため、災害時協定を締結している民

間船舶会社へ人員輸送を要請した。 

 

◆訓練参加機関等 

・関東地方整備局、関東運輸局、(社)日本埋立浚渫協会、川崎港運協会 

           

【関東地方整備局】 

・浮体式防災基地（ミニフロート）                １基 

・港湾業務艇「たかしま」（京浜港湾事務所）            １隻 

・港湾業務艇「あいりす」（千葉港湾事務所）           １隻 

  ・照明車（関東技術事務所）                   ２台 

 

 

【日本埋立浚渫協会】 

・クレーン付台船（ミニフロート移設に使用） ５隻 

・作業船（ミニフロート移設に使用） １隻 

・曳船（ミニフロート移設に使用） ８隻 

・交通船①  水先艇                      １隻 



・交通船②  交通船                       １隻 

 

【川崎港運協会】 

 ・緊急物資輸送船 １隻 

 ・トラッククレーン（２５ｔ吊り） １台 

 ・フォークリフト ２台 

 ・トラック ２台 

 

3 月 3 日 7:00～ ミニフロート移設 

     17:00 東扇島 31 号耐震強化岸壁へ係留完了 

3 月 4 日 10:15 緊急物資輸送船がミニフロートに着岸（荷役作業開

始） 

 11:15 舟運岸壁を活用した支援物資搬出 

 

 

◆訓練実施項目 

１.ミニフロート移設【３月３日（火）】 

訓練前日の３月３日（火）７：００から横浜港新港地区に係留中のミニフロートを東扇

島３１号耐震強化岸壁へ曳航・係留作業を開始。 

 

浮体式防災基地 
本係留場所 
(横浜港新港地区) 

浮体式防災基地 
係留場所 
(東扇島 31 号岸壁)
曳航距離：20ｋｍ 

 

 ミニフロートの曳航 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１７：００頃東扇島３１号耐震強化岸壁へ係留完了 

 
 

 

２．支援物資運搬訓練【３月４日（水）】 

① １０：１５清水港より出港した緊急物資輸送船がミニフロートへ着岸、川崎港運協会が

荷役作業を開始。 

 

緊急物資輸送船 

※ミニフロートは、実際の災害の際には東京湾内の被災した岸壁などに接岸して活用する。 

今回は、訓練の都合上、耐震強化岸壁に接岸する。



②３１号岸壁より、支援物資を荷捌き地へ搬送する。 

 
 
 
③ １１：１５緊急災害現地対策本部（有明の丘）より防災拠点支援棟へ、新砂リバーステ

ーションへ支援物資の輸送及び運搬要員の派遣要請があり、職員、防災エキスパート及

び（社）日本埋立浚渫協会が、舟運岸壁に待機中の港湾業務艇「あいりす」への支援物

資の積み込み及び防災エキスパートの派遣を行う。

 

港湾業務艇 



◆主な訓練参加船舶及び車両等 

関東地方整備局 

浮体式防災基地（ミニフロート） 

関東地方整備局（京浜港湾事務所） 

港湾業務艇「たかしま」 

 

 

関東地方整備局（千葉港湾事務所） 

港湾業務艇「あいりす」 

関東地方整備局（関東技術事務所） 

照明車 



 

 

関東沿海海運組合 

緊急物資輸送船 

川崎港運協会 

トラッククレーン（２５ｔ吊り） 

川崎港運協会 

フォークリフト 

 

川崎港運協会 

トラック 



訓練会場案内図 

 

●

本部テント（受付） 

・駐車場は東扇島東公園駐車場をご利用下さい。 

・９：２０より本部テントにて受付いたします。 



 

 ＦＡＸ送信表     

    

関東地方整備局港湾空港部 

港湾空港総室 宛 

ＦＡＸ番号 ０４５－６５０－８９５４ 

 

 ３月４日（水）支援物資運搬訓練取材申込書  

      

 ■会社名    

 ■担当者名    

 ■連絡先 ：  部署等    

           TEL   

 ■取材体制：  人数    

 レポーター 有無 有 無    

 インタビュー有無 有 無    

 インタビュー項目    

      

      

      

      

      

 ※電話、Ｅ-ｍａｉｌでも登録いただけます 

■連絡先 

〒231-0003 

横浜市中区北仲通５丁目５７番地  横浜第二合同庁舎１４Ｆ 

 Tel.(045)-211-7406 
  Fax.(045)-650-8954 

E-mail:info-i83ab@pa.ktr.mlit.go.jp 
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